
平成 29 年度地方財政対策のポイント 
総 務 省 自 治 財 政 局 

平成２８年１２月２２日 

１．通常収支分 
 

（１） 一般財源総額の確保等 
 
・ 一般財源総額について、社会保障の充実分の確保も含め、平成 28 年度を 0.4

兆円上回る 62.1 兆円を確保 

・ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用など地方交付税の

原資を最大限確保することにより、地方交付税（交付ベース）について 16.3 兆円

を確保。あわせて臨時財政対策債の増を＋0.3 兆円に抑制 

・ これにより概算要求時点における地方交付税の減と臨時財政対策債の増を可

能な限り抑制 
（参考：概算要求時点） 

地方交付税：16.0兆円（対前年度▲0.7兆円） 臨時財政対策債：4.7兆円（対前年度＋0.9兆円） 
 
 一般財源総額      62.1 兆円（ ＋0.4 兆円、前年度 61.7 兆円） 

一般財源総額（水準超経費除き）   60.3 兆円（＋0.04  兆円、 同 60.2 兆円） 
・ 地方税                           39.1     兆円（＋0.4 兆円、前年度38.7     兆円） 

・ 地方譲与税･地方特例交付金             2.7        兆円（＋0.1  兆円、  同    2.6   兆円） 

・ 地方交付税                                  16.3 兆円（  ▲0.4 兆円、  同   16.7    兆円） 

・ 臨時財政対策債                      4.0  兆円（ ＋0.3 兆円、  同    3.8   兆円） 
 

（２） 公共施設等の適正管理の推進等  
・ 公共施設等の集約化・複合化、老朽化対策等を推進し、その適正配置を図る

ため、現行の「公共施設等最適化事業費」（㉘ 0.2 兆円）について、長寿命化対

策等を追加するなど内容を拡充し、新たに「公共施設等適正管理推進事業費

（仮称）」として計上（㉙ 0.35 兆円） 

・ 一億総活躍社会関連施策（保育士・介護人材等の処遇改善）に必要な経費を計上

（㉙ 0.2 兆円） 

・ まち・ひと・しごと創生事業費について、引き続き１兆円を確保 

・ 緊急防災・減災事業費を拡充し、復興・創生期間である平成 32 年度まで４年間

延長（㉙ 0.5 兆円） 
 

（３） 歳出特別枠の見直し  
・ 平時モードへの切替えを進めるため、公共施設等の適正管理や一億総活躍

社会の実現に取り組むための歳出を確保（0.25 兆円）した上で、同額を歳出特別

枠（㉘ 0.45 兆円）から減額（㉙ 0.2 兆円） 
 

２．東日本大震災分 
 
○ 震災復興特別交付税  

復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び
財源を確実に確保（㉙ 0.5 兆円） 
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通常収支分 （単位：兆円、％）

29年度 増減額 増減率

Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

　地方税・地方譲与税等 41.7 41.3 0.5 1.2

　地　方　交　付　税 16.3 16.7 ▲ 0.4 ▲ 2.2

　国　庫　支　出　金 13.5 13.2 0.3 2.5

　地　　　 方 　　　債 9.2 8.9 0.3 3.7

　臨時財政対策債 4.0 3.8 0.3 6.8

　臨時財政対策債以外 5.1 5.1 0.1 1.4

　そ　　　　の　　　　他 5.8 5.7 0.1 1.6

計 86.6 85.8 0.9 1.0

一般財源総額 62.1 61.7 0.4 0.7

（水準超経費除き）「一般財源」 60.3 60.2 0.0 0.1

　給 与 関 係 経 費 20.3 20.3 ▲ 0.0 ▲ 0.0

　一 般 行 政 経 費 36.5 35.8 0.8 2.1

　    う　ち　補　助　分 19.8 19.0 0.8 4.1

　    う　ち　単　独　分 14.0 14.0 ▲ 0.0 ▲ 0.1

　うち　まち・ひと・しごと創生事業費 1.0 1.0 0.0 0.0

　うち　重点課題対応分 0.3 0.3 0.0 0.0

　地域経済基盤強化・雇用等対策費 0.2 0.4 ▲ 0.3 ▲ 56.2

　公　債　費 12.6 12.8 ▲ 0.2 ▲ 1.7

　維　持　補　修　費 1.3 1.2 0.0 3.5

　投　資　的　経　費 11.4 11.2 0.2 1.4

　　　 うち　緊急防災・減災事業費 0.5 0.5 0.0 0.0

   うち　公共施設等適正管理推進事業費（仮称）　
　　　※平成28年度は公共施設等最適化事業費 0.4 0.2 0.2 75.0

　そ　　　 の 　  　他 4.3 4.0 0.4 9.4

計 86.6 85.8 0.9 1.0

※精査中のものであり、今後、異動する場合がある。

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致しない箇所がある。
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主な歳入歳出の概要
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